
薬価制度の抜本改革について（その３）

中 医 協 薬 － １
２ ９ ． ２ ． ８

1

④薬価調査について



１．薬価制度の抜本改革

（２）市場実勢価格を適時に薬価に反映して国民負担を抑制するため、全品を対象に、毎年薬
価調査を行い、その結果に基づき薬価改定を行う。

そのため、現在２年に１回行われている薬価調査に加え、その間の年においても、大手事
業者等を対象に調査を行い、価格乖離の大きな品目（注）について薬価改定を行う。
（注）具体的内容について、来年中に結論を得る。

また、薬価調査に関し、調査結果の正確性や調査手法について検証し、それらを踏まえて
薬価調査自体の見直しを検討し、来年中に結論を得る。

基本方針において示された課題

薬価制度の抜本改革に向けた基本方針 （平成28年12月20日）
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１ 趣旨

薬価基準改正の基礎資料を得ることを目的として、薬価基準に収載されている全医薬品について、保険
医療機関及び保険薬局に対する医薬品販売業者の販売価格及び一定率で抽出された医療機関等での購
入価格を調査

２ 調査期間
平成２７年度中の１か月間（９月分）の取引分を対象として調査を実施

３ 調査の対象及び客体数
（１）販売サイド調査
保険医療機関及び保険薬局に医薬品を販売する営業所等の全数を対象

調査対象 ６，２８０客体（その回収率７２．３％）

（２）購入サイド調査
① 病院の全数から、層化無作為抽出法により１０分の１の抽出率で抽出された病院を対象

調査対象 ８７３客体（その回収率７５．６％）

② 診療所の全数から、層化無作為抽出法により１００分の１の抽出率で抽出された診療所を対象
調査対象 １，０４３客体（その回収率６１．８％）

③ 保険薬局の全数から、層化無作為抽出法により３０分の１の抽出率で抽出された保険薬局を対象
調査対象 １，８９２客体 （その回収率７６．５％）

４ 調査事項
薬価基準に収載されている医薬品の品目ごとの販売（購入）価格及び販売（購入）数量を調査

平成２７年度に実施した医薬品価格調査（薬価本調査）について
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厚生労働省
医政局経済課

・調査の企画

・調査客体名
簿作成

・調査票作成

・都道府県へ
調査手順説
明

等

・データチェック

・集計・分析

（業務委託）

都道府県 調査客体

販売サイド 購入サイド

・調査客体：全数

・調査期間：１ヶ月分

※卸連加盟等の調
査客体については
経済課から直接送
付

・調査客体：抽出

病院－１／10
診療所－１／100
保険薬局－１／30
・調査期間：１ヶ月分

（経由）

・調査票又は電
子媒体等の提
出

・記載事項確認

等

・調査実施通知

・調査客体名簿

送付

・調査票送付

調査票送付

・調査対象品目：薬価基準に収載されている
全品目

・調査項目：調査客体の品目別/販売（購入）
価格及び販売（購入）数量等

・調査客体名簿と
許可台帳との突
き合わせ

等

薬価調査の流れ
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（卸側）
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業
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平成27年度薬価本調査について

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月

本調査対象月

提出締切

開始 提出締切

（注） 医薬品価格調査は、統計法（平成19年法律第53号）第19条第1項に基づき、総務大臣の承認を得る必要がある一般統計調査である。
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開始
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今後の検討課題①

中間年の薬価改定を行うためには、どのような調査を行うことが適当か。

調査実施に対象者の理解が得られやすいよう、可能な限り簡易な調査をする
など負担軽減を図るべきではないか。

調査手法及び調査の対象とする客体（販売側：卸売販売業者、購入側：医療
機関、保険薬局）の範囲について、どう考えるか。

基本方針に「大手事業者等を対象に調査」を行うとあるが、特定の卸売販売
業者のみを調査対象とした場合には、調査客体を事前に公表することで、公
正な取引に影響を及ぼす可能性があることや、価格を把握できない品目があ
ることについてどう考えるか。

検討課題１ 中間年の調査について



（１） 正確性の検証

調査結果の正確性を担保する観点から、公表事項を拡大すべきではないか。

※現在公表している情報は平均乖離率、後発品数量シェア、報告数量が多い薬効分類の平均乖離
率、区分ごと（新薬、後発品、その他の品目）の数量割合及び金額割合である。

調査客体に報告を求めている情報は、企業にとって機密性の高い情報であるこ
とに留意する必要があるのではないか。

調査結果の正確性を高めるため、流通改善を同時に進める必要があるのではな
いか。

（２） 調査手法の検証

薬価調査は、回答が任意の一般統計調査であり、調査客体の理解と協力に基
づき成り立っているものであることに配慮すべきではないか。

現在行われている調査手法について、効率性の観点から見直すべき部分がある
のではないか。（都道府県との関係や、購入サイド調査のあり方など）

今後の検討課題②

検討課題２ 調査結果の正確性や調査手法の検証について
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薬価本調査（販売サイド）の内訳

平成２７年度薬価本調査の調査対象客体（H27.9現在） ６，２８０客体

１．日本医薬品卸売業連合会 ８３社（H28.3.31現在） １，３０１客体

２．日本ｼﾞｪﾈﾘｯｸ医薬品販社協会 ８７社（H28.4.28現在） １４４客体

３．直接販売しているメーカー営業所 ７社（H27.9現在） ７６客体

４．１～３以外の営業所 ４，７５９客体

客体数

（参考）
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